
令和3年度
岡山三川タイムライン改善検討会説明資料



時間 検討内容
13：30～13：35 １．開会挨拶
13：35～13：50 ２．令和3年度出水対応の課題と改善の方向性
13：50～14：40 ３．タイムラインの改善

• 意思決定・危機意識共有
• 各機関の防災計画とタイムラインの整合
• タイムライン運用・情報共有の簡略化
• 各機関内の役割分担の明確化
• 行動内容を把握し易い表現方法の改善

14：40～14：45 ４．連絡事項

14：45～14：55 ５．講評
14：55～15：00 ６．閉会挨拶

検討会の目的、スケジュール
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 本検討会では、令和3年度出水対応の課題に対する振返り結果を踏まえて、タイム
ラインの改善の方向性について確認する。

＜検討会の目的＞

＜検討会スケジュール＞



２．令和3年度出水対応の課題と改善の方向性
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令和3年度出水対応の課題と改善の方向性
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令和3年度振り返りアンケート・振り返り検討会
種別 主な意見

タイムライン
発動メール

 自機関の防災行動のトリガーにならない
 必要な情報は、他システムより収集

タイムライン
に基づく
出水対応

 他マニュアル・防災計画等で対応
 出水対応で多忙な中で、タイムラインを

運用した防災行動の確認等の対応が困難

タイムライン
運用上の工夫、
振り返りの
実施状況

 他マニュアル・防災計画等で対応してい
るため、タイムライン運用上の工夫を
行っていない機関、振返りでタイムライ
ンを活用していない機関が多数

振返り検討会成果
・工夫事例として高梁市版ﾀｲﾑﾗｲﾝを紹介、
各機関版ﾀｲﾑﾗｲﾝの必要性を確認

・行動内容の妥当性を検証する振返りの重要性を確認

タイムライン
に基づく
情報伝達

 従来の情報共有（岡山県総合防災情報シ
ステム、FAX・電話等）により余力がない

ポータル
サイト

 特に人的な操作が必要な登録機能、発信
機能は、人的な余裕がない

 岡山県総合防災情報システムの入力や従
来の情報伝達を行っており、ポータルサ
イトを活用できない

明らかになった課題

①タイムライン運用方法が
不明瞭になっている
タイムライン発動の共有の目的
が理解できていない

他マニュアルや計画等とタイム
ラインとの整合が取れていない

②運用時に使いづらい
タイムラインとなっている
一部の部署のみ参加したタイム
ラインであるため、各機関とし
ては使いづらいタイムラインと
なっている

③運用時の連携が
おろそかになっている
余力がなかったり、システムの
情報発信作業が重複してたりす
ることにより、情報共有がおろ
そかになっている



③防災情報・防災行動の共有
 Lアラート情報の表示による入力の

簡素化
⇒共有情報の項目を意見交換

令和3年出水対応の課題と改善の方向性

4

①意思決定、危機感の
共有方法の改善

意思決定内容や危機感が伝わりやすい、
共有方法への改善

②各機関の防災計画等と
タイムラインの整合

各機関の防災計画とタイムラインの整合
・定期的な意見照会による、防災計画と
整合の取れたタイムラインへの改善
行動内容を把握し易い表現方法の改善
・行動項目ごとに総括的に内容把握が可
能なタイムラインの表現への改善
各機関内の役割分担の明確化
・タイムラインに連動した各機関版タイムラ
インによる機関内の役割分担の明確化

③運用時の情報共有の改善
タイムライン運用・情報共有の簡略化
・作業手間を減らし、共有が必要な情
報に絞った運用・共有方法への改善

改善の方向性
①意思決定、危機感共有
 通知型のﾒｰﾙに加えて、参加型のオン

ライン会議等を試行
⇒試行方法を意見交換

 情報共有項目と自機関行動確認項目
の差別化（今後検討）

②防災計画とタイムライン
の整合

 各機関の防災計画等をタイムライン
へ反映し整合
⇒意見照会結果を報告

 各機関の防災計画を反映した各機関ﾀ
ｲﾑﾗｲﾝの作成支援
⇒旭川中上流等の取組を共有

 行動内容毎に流れを追う「総括表」
形式の整理
⇒総括表の紹介・意見交換

TLの機能毎の改善案明らかになった課題
①タイムライン運用方
法が不明瞭になって
いる

• タイムライン発動の共有の
目的が理解できていない

• 他マニュアルや計画等とタ
イムラインとの整合が取れ
ていない

②運用時に使いづらい
タイムラインとなっ
ている

• 一部の部署のみ参加したタ
イムラインであるため、各
機関としては使いづらいタ
イムラインとなっている

③運用時の連携がおろ
そかになっている

• 余力がなかったり、システ
ムによる情報発信作業が重
複してたりすることにより、
情報共有がおろそかになっ
ている

赤文字：本検討会のテーマ

「タイムラインの機能の再確認」が必要



タイムラインの機能の再確認
 タイムラインの目的
• 住民の命を守る、さらに経済被害を最小化することを目的に、防災に関わる組織が連

携し、災害に対するそれぞれの役割や防災行動を定める。

 タイムラインの機能

①意思決定、
危機意識共有

②時系列・警戒レベル
に沿った防災行動

③防災情報・防災行動
の共有

（従来）

事務局調整⇒ﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄ共有

（拡充）

オンライン会議等

（従来）

水系タイムライン詳細版ベース

防災行動共有システムチェック

（拡充）

自機関タイムライン詳細版

自機関タイムライン総括版

（従来）

水系タイムライン詳細版ベース

防災行動共有システムチェック

（省力化）

Lアラート情報取得による入力省力化

共有情報の明確化
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タイムラインの目的を達成するためにタイムラインの機能
を再確認し、参加機関が連携した取り組みを行う必要



３．タイムラインの改善

①意思決定・危機意識共有
②タイムライン運用・情報共有の簡略化
③各機関の防災計画とタイムラインの整合
④行動内容を把握し易い表現方法の改善
⑤各機関内の役割分担の明確化
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①意思決定・危機意識共有
岡山三川水害タイムライン オンライン情報共有の試行運用
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項目 内容

目的  台風や大雨に対する危機感を共有する
 出水対応に向けた防災対応・日程感の意思統一・意思疎通を図る

対象者 ○流域自治体
○座長・アドバイザー：事務局、構成機関への助言等

運用方法

 タイムライン立上げ時から、オンライン情報共有を開始
 オンライン情報共有は自由に参加、退室が可能
 オンライン情報共有の内容については、チャットを保存することで、退室後
にも確認することができる

 メーリングリストによる情報共有もこれまでどおり行う

情報共有
内容

○事務局
 岡山県：防災対応の見通し、河川防災の見通し
 岡山地方気象台：気象状況の見通し
 岡山河川事務所：河川防災の見通し

その他  Microsoft Teamsを活用。



①意思決定・危機意識共有
岡山三川水害タイムライン オンライン情報共有イメージ
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座長・アドバイザー

流域自治体

気象情報に関すること

（例）
・自機関ＴＬ移行のタイミングの確認
・気象及び河川状況の今後の見通し

岡山河川事務所 岡山地方気象台

事務局

オンライン情報共有

確認・助言

タイムライン立ち上げにあわせて開設

情報共有・連携
の強化

ＴＬ：タイムライン

問い合わせ

岡山市

（旭川水系）

岡山県

情報共有
情報共有
報告



②各機関の防災計画とタイムラインの整合
タイムライン意見照会結果の共有
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 振り返り検討会において意見照会を行った結果を反映し、「タイムライン（詳細
版）令和4年度版）案」を策定

 意見紹介結果は赤文字で反映（別紙参照）



③タイムライン運用・情報共有の簡略化
防災行動共有システムの改良

 入力簡素化

「登録機能」

情報
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防災行動共有システム登録機能
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現状

行動項目の開始・完了を手動登録

登録した内容は、
確認機能に反映



防災行動共有システム情報取得
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改良

確認機能に自動反映

Lアラートで取得可能な防災行動
は自動で登録
※手動と区別するためオレンジ色

手動登録も可能
※Lアラートにより手動で確認した場
合は赤色に

開始 開始

開始 開始

開始 開始

開始 開始
完了（Lアラート）

発

発



自動登録対象行動項目
（旭川水害タイムラインの例）
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TLレベル 行動項目（第1階層）

レベル
1

情報の収集
レベル1移行の意思決定
災害対策本部等の設置
関係機関への応援要請準備
リエゾン派遣の準備
リエゾン派遣の実施
パトロールの実施
水防活動（内水）の準備
樋門・排水・取水ゲート操作の実施
水防活動の実施
小中学校の休校
住民避難（内水）の実施
ダム操作の準備・放流開始
指定避難所（高潮）の開設
高齢者等避難（高潮）の発令
要配慮者避難支援の準備

TLレベル 行動項目（第1階層）

レベル
2

情報の収集
レベル2移行の意思決定
災害対策本部等の設置

公共施設の運営・催しもの開催状況の放送

ライフライン情報の放送
被害情報の放送
水防活動（内水）の実施
道路通行止め（内水）の実施
鉄道の運行停止（内水）
バスの運行停止（内水）
ライフライン復旧対応の準備
停電対応の実施
自主避難所の運営支援
水防活動の実施（地下施設（内水））
利用者の避難（地下施設（内水））
職員の退避（地下施設（内水））
水防活動（外水）の準備
パトロールの実施
ダム操作の実施
樋門・排水・取水ゲート操作の実施
住民避難(外水)の準備

赤文字：自動登録対象行動項目（第1階層）92項目中、35項目を自動化（一部調査中）



TLレベル 行動項目（第1階層）

レベル
5

レベル5移行の意思決定 リエゾン派遣の実施 被害情報の放送 鉄道の運行停止（外水）
決壊の通報 関係機関への応援要請 緊急対応の準備 ライフライン復旧対応の実施
災害対策本部等の強化 救助活動の実施 道路通行止め（外水）の実施 停電対応の実施

自動登録対象行動項目
（旭川水害タイムラインの例）
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TLレベル 行動項目（第1階層）

レベル
3

情報の収集
レベル3移行の意思決定
水防活動（外水）の実施
リエゾン派遣の実施
ダム操作の実施
異常洪水時防災操作に備えた避難対応
異常洪水時防災操作の実施
樋門・排水・取水ゲート操作の実施
鉄道の運行停止（外水）
ライフライン復旧対応の準備
自主避難所の運営支援
指定避難所の開設
福祉避難所の開設
高齢者等避難（外水）の発表
高齢者等避難発表（外水）の放送
要配慮者避難支援（外水）の実施
住民避難(外水)の準備
高齢者等避難（土砂災害）の発表
高齢者等避難（土砂災害）発表の放送
要配慮者避難支援（土砂災害）の実施

TLレベル 行動項目（第1階層）

レベル
4

情報の収集
レベル4移行の意思決定
避難指示（外水）の発表
地域限定情報伝達の実施
避難指示発表の放送
緊急情報の放送
住民避難（外水）の実施
水防活動の実施（地下施設）
避難指示（土砂災害）の発表
避難指示（外水）の継続
避難指示（外水）継続の放送
パトロール員の退避
水防活動対応者の退避
道路通行止め従事者の退避
樋門・排水・取水ゲート操作員の退避
鉄道の通行停止対応従事者の退避
バスの通行停止対応従事者の退避
避難誘導員・支援者の退避
土砂災害警戒情報の発表
避難指示(土砂災害）の継続
避難指示（土砂災害）発表の放送
利用者の避難（地下施設（外水））
職員の退避（地下施設（外水））

赤文字：自動登録対象行動項目（第1階層）



④各機関内の役割分担の明確化
自治体版タイムラインの作成経緯

 平成30年7月豪雨災害を受け、水系内の水害対応に関連する機関が情報を共有しスムーズな
連携を行うことを目指した、各河川水害タイムラインを作成。

 一方で、各河川水害タイムラインだけでは、自機関の対応が網羅できていないため、各河
川水害タイムラインを活用しずらいといった課題が寄せられた。

 また、平成30年7月豪雨においては、庁内連携に関する教訓（福祉避難所に係る部局間の連
携、本部と区本部、各部で決定する事項が不明確等）も明らかになった。

 このため、各自治体内の水害対応における関係部署間の連携の見える化を行うことを目指
した自治体版タイムラインの作成の取り組みを進める。

台風の接近・上陸に伴う洪水を対象とした、直轄河川管理区間沿川の市町村の
避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動計画）（案）

岡山河川事務所 住民等倉敷市気象・水象情報

水防団待機水位到達
矢掛水位観測所（水位３．０m）

水防警報（待機・準備）

氾濫注意水位到達
矢掛水位観測所（水位４．０m）

注意体制

避難判断水位到達
矢掛水位観測所（水位４．２m）

洪水予報（氾濫注意情報）

洪水予報（氾濫警戒情報）

氾濫危険水位到達
矢掛水位観測所（水位４．５m）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○水防団待機

配備前体制

警戒体制

第１次非常配備体制

避難勧告

○毎時又は30分毎に河川水位、雨量を確認

○20分毎に河川水位を確認

○避難所開設の準備

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（氾濫発生情報）

◇大雨警報・洪水警報発表

○台風に関する気象庁台風説明会

○避難が必要な状況が夜間・
早朝の場合は、避難準備・高
齢者等避難開始の発令判断○必要に応じ、助言の要請

○連絡要員の配置

○管理職の配置

○市長若しくは代理者の登庁

○リエゾンの派遣

○巡視・水防活動状況報告

○休校の判断、体制の確認等

○水防警報（指示）

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○要配慮者施設、大規模事業
者に洪水予報伝達

◇台風予報 -72h

-48h

-24h

0h

○出水時点検（巡視）
○CCTVによる監視強化

【注意体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）

○TEC-FORCEの活動

○被害状況・調査結果等の公表

○水防団等への注意喚起

○避難者への支援

※台風上陸

◇台風に関する岡山県気象情報（随時）

◇大雨注意報・洪水注意報発表

○大雨特別警報の住民への周知

○台風に関する気象庁台風説明会

○ホットライン（岡山地方気象台）

第２次非常配備体制

○災害対策本部を設置

-17h
程度

-2.5h
程度

-1.5h
程度

（必要に応じ実施）

◇暴風波浪警報発表

○防災エキスパート等の要請

◇大雨特別警報発表

○災害対策機械の派遣要請

○災害対策機械の派遣

-6h
程度

○災害対策用資機材・復旧資機材等の確保

○リエゾン体制の確認
○協力機関の体制確認・防災エキスパート等の確認
○３時間水位予測に基づき、必要に応じ市長へ注意喚
起（以降継続的に対応）

○河川敷での工事の安全確認
○維持工事業者・河川巡視員への情報提供

○施設（堰・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○水位予測
（氾濫注意水位を超えてから3時間毎） ○ホットライン（事務所長）

○重点区間の監視

（市長）

○水防団準備・出動

○水防活動指示

※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって、異なります。

○ホットライン（事務所長） （市長）

○自衛隊への派遣要請（市長→知事）

○水門、樋門、排水機場の操作員への避難指示
（氾濫危険水位を超えさらに上昇が見込まれるとき）

○水位予測
（氾濫危険水位を超える恐れのある
ところから毎正時）

○排水機場停止（HWL到達時）

○施設操作員の避難 ○水防団の退避
（河川状況を確認しながら） （河川状況を確認しながら）

○ホットライン（事務所長）
(HWL到達の恐れがある場合）

（市長）

○漏水・侵食の発生（水防団・住民発見）

○内水被害発生
（真谷川沿川、二万谷川沿川
末政川沿川、高馬川沿川等）

小田川
矢掛水位観測所

※避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）（内閣府：平成26年4月）を参考に作成。また、都道府県からの情報もあるが、割愛している。
※時間経過や対応項目については平成１６年１０月台風２３号洪水による気象状況、現在の防災業務に関する計画等を参考に記載している。
※このタイムラインは住民避難勧告の発令に着目したものであり、今後台風接近等の事態に至った場合の対応を実践し、その有効性の検証を行い、実践的に改善するものである。
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【警戒体制】

避難完了

要配慮者避難開始

避難開始

○テレビ、ラジオ、インターネット等に
よる気象警報等の確認

○防災無線、携帯メール等による避
難準備情報の受信

○避難の準備（要配慮者）

○テレビ、インターネット、携帯メール
等による大雨や河川の状況を確認

○ハザードマップ等による避難所・避
難ルートの確認

避難解除

○防災グッズの準備

○自宅保全

○防災無線、携帯メール等による避
難指示の受信

最終的な危機回避行動

○防災無線、携帯メール等による避
難勧告の受信

○避難の準備（要配慮者以外）

氾濫発生

Ｈ２９年３月

避難準備・高齢者
等避難開始

避難指示（緊急）

決壊の通報

避難勧告等の発令に
着目したタイムライン

避難対応・水防活動
が中心

A市自治体版
タイムライン

吉井川・高梁川・旭川
水害タイムライン

15

自治体が行う防災対応全般
(自治体の防災対応に係る部局の

対応全般を整理)

多機関が係る防災対応
が中心

多機関連携の強化庁内連携の強化



水害リスク・課題・対応抽出図 中小河川の氾濫

凡例

人工改変地

扇状地

その他

谷底平野･氾濫原

中起伏山地
小起伏山地
小起伏山地
（特に起伏の小さい地域）

丘陵地（Ⅰ）
（大起伏）

丘陵地（Ⅱ）
（小起伏）

国道

河原

地形分類図

凡例

リスク
避難場所

避難のﾀｲﾐﾝｸﾞ
・基準

H30.7の課題

全町への避難勧告だったため、
ある程度地域に分けて避難勧告
が発令できなかった。

過去には誕生寺川の
氾濫により国道が浸
水したこともある。

平成30年7月豪雨の際は、長雨だったが
短時間に大雨が降った場合、リスクが
あった。
令和元年9月の新見市での集中豪雨の場
合は、予想が難しくリスクも高い。

 久米南町中央公民館を想定している。ここは、過
去にも浸水したことはない。

 状況によっては、小学校、中学校への避難も検討

誕生時ため池の水位に
も注視が必要（水位計
やカメラを設置するた
めには土地改良区との
調整が必要）

洪水危険度分布に
注視が必要

久米南水位観測所の水位
（基準水位は未設定）
に注視が必要

短時間の雨量（10分15ｍｍ程
度）に注視が必要

④各機関内の役割分担の明確化
旭川中上流域 自治体版タイムライン作成の取組み

 各機関毎のタイムライン作成に向けて、特にハザード情報が少ない中上流自治体での自治体版
タイムライン作成に向けて、中上流域タイムライン策定マニュアル（案）を作成。

 モデル地域として、美咲町、久米南町において自治体版タイムラインを策定。
 今後、高梁市水害タイムラインや新見市のタイムラインなどの事例も含め、自治体タイムライ

ンの作成の取り組みを進める。

16
水害リスクの把握（課題・対応の抽出）

防災行動項目の検討の様子

久米南町版タイムライン素案



⑤行動内容を把握し易い表現方法の改善
「総括表」形式の整理方法の紹介・意見交換

17

 行動項目ごとにタイムラインレベル0から5まで一連で行動項目の内容が把握しや
すくなる「総括表」形式の整理している事例がある。

 地域防災計画の行動や地区ごとの行動と整合させやすい。



５．連絡事項

18



今後の予定

 本検討会を踏まえ、各機関において令和4年出水期に向けた備えをお願いします。
 年度明けに担当者が異動となる場合は、タイムラインに関する引継ぎをお願いし
ます。また、連絡先が変更になる場合は、岡山河川事務所までご連絡をお願いし
ます。

19

タイムライン
作成・確認

P

タイムライン
運用

Ｄ

出水対応の
振り返り

C

タイムラインの
更新

Ａ

令和4年出水期前に開催

今回検討会
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